
 

第一部【証券情報】 
第１【募集要項】 

１【新規発行社債（短期社債を除く。）（第２回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約および劣後

特約付））】 

銘柄  株式会社みずほフィナンシャルグループ第２回任意償還条項付無担保永久社債  
（債務免除特約および劣後特約付）  

記名・無記名の別  －   
券面総額又は振替社債の総額（円） 金 230, 000百万円  
各社債の金額（円）  金１億円  
発行価額の総額（円）  金 230, 000百万円  
発行価格（円）  各社債の金額 100円につき金 100円  
利率（％）  １．平成 28年７月 22日の翌日から平成 33年 12月 15日まで 

年 1. 38％ 
２．平成 33年 12月 15日の翌日以降  
別記「利息支払の方法」欄第２項で定義する６ヶ月ユーロ円ライボーに 1. 55％
を加算したものとする。 

利払日  毎年６月 15日および 12月 15日 
利息支払の方法  １．利息の計算期間  

( 1)  本社債の利息は、払込期日の翌日から償還がなされる日（以下償還期日とい
う。）までこれをつけ、平成 28年 12月 15日を第１回の利息支払期日としてそ
の日までの分を支払い、その後毎年６月および 12月の各 15日（第１回の利息
支払期日を含め、以下支払期日という。）にその日までの前半か年分を支払う。

( 2)  利息を支払うべき日（ただし、平成 33年 12月 15日の翌日以降については、
支払期日）が東京における銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこ
れを繰り上げる。 

( 3)  平成 28年７月 22日の翌日から平成 33年 12月 15日までの本社債の利息につ
いて、支払期日に各社債権者が各口座管理機関（別記「振替機関」欄記載の振
替機関の業務規程に定める口座管理機関をいう。以下同じ。）に保有する各本社
債の金額（ただし、支払期日において、別記（（注）「７．債務免除特約」( 1)①）
に基づき各本社債に基づく元金の一部の支払義務が免除されている場合（別記
（（注）「８．元金回復特約」）に基づき当該免除の効力がその全部について消滅
している場合を除く。）には、当該支払期日における各本社債の免除後元金額（別
記「償還の方法」欄第２項第( 2)号に定義する。）。また、支払期日以前に損失
吸収事由（別記（（注）「７．債務免除特約」( 1)①）に定義する。）が生じ、か
つ、当該損失吸収事由に係る債務免除日（同号①に定義する。）が支払期日後に
到来する場合には、当該債務免除日における各本社債の免除後元金額。本項第
( 4)号において同じ。）の総額について支払われる利息金額は、当該各本社債の
金額の総額に一通貨あたりの利子額を乗じることによりこれを計算し、円位未
満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。本号において一通貨あたりの利
子額とは、別記「振替機関」欄記載の振替機関の業務規程施行規則に従い、１
円に別記「利率」欄第１項に定める利率を乗じ、それを２で除して得られる金
額（ただし、半か年に満たない期間につき利息を支払うときは、その半か年の
日割をもってこれを計算し、小数点以下第 13位未満の端数が生じた場合にはこ
れを切り捨てる。）をいう。 
( 4)  平成 33年 12月 15日の翌日以降の各利息計算期間（本欄第２項に定義する。）
について、支払期日に各社債権者が各口座管理機関に保有する各本社債の金額
の総額について支払われる利息金額は、当該各本社債の金額の総額に一通貨あ
たりの利子額を乗じることによりこれを計算し、円位未満の端数が生じた場合
にはこれを切り捨てる。本号において一通貨あたりの利子額とは、別記「振替
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機関」欄記載の振替機関の業務規程施行規則に従い、１円に別記「利率」欄第
２項の規定に基づき決定される利率および当該利息計算期間の実日数を分子
とし 360 を分母とする分数を乗じて得られる金額（ただし、小数点以下第 13
位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。）をいう。 
( 5）本項第( 3)号または第( 4)号に従い本社債の利息を計算する場合において、直
前の支払期日後その次の支払期日までの期間に元金回復日（別記（（注）「８．
元金回復特約」( 1)）に定義する。）が到来した場合（ただし、当該元金回復
日後当該その次の支払期日までの期間に損失吸収事由が生じ、かつ、当該その
次の支払期日における免除後元金額が、当該元金回復日の直前における免除後
元金額を下回る場合を除く。）には、当該期間のうち直前の支払期日の翌日か
ら当該元金回復日までの期間については、当該元金回復日の直前における免除
後元金額を本項第( 3) 号または第( 4) 号における各本社債の金額とみなし、ま
た、当該期間のうち当該元金回復日の翌日から次の支払期日までの期間につい
ては、次の支払期日における免除後元金額を、本項第( 3)号または第( 4)号にお
ける各本社債の金額とみなし、本項第( 3)号に従い各々の期間につき計算して
得られる金額の合計額、または本項第( 4)号に従い各々の期間を利息計算期間
とみなした上で計算して得られる金額の合計額を、当該次の支払期日に支払う
べき本社債の利息とする。  
( 6）本項第( 1)号および第( 3)号ないし第( 5)号の規定にかかわらず、償還期日後、
および当社につき清算事由が生じた日以降これが継続している間は、本社債に
は利息をつけない。  
( 7）任意利払停止  
本項第( 1)号および第( 3)号ないし第( 5)号の規定にかかわらず、当社は、本社
債の利息の支払を行わないことが必要であるとその完全な裁量により判断す
る場合には、各支払期日において、各本社債につき、当該支払期日に支払うべ
き本社債の利息の全部または一部の支払を行わないことができる。当社は、本
号に基づき支払期日において各本社債につき本社債の利息の全部または一部
の支払を行わない場合（ただし、法令または法令に基づく金融庁その他の監督
当局による命令その他の処分に基づく場合を除く。）には、（ⅰ）その直前の
配当の基準日に係る普通株式およびその他の株式（配当最優先株式（下記に定
義する。）を含む。）に対する金銭の配当を行う旨の取締役会の決議またはか
かる配当を行う旨の会社提案の議案の株主総会への提出を行わないものとし、
かつ、（ⅱ）当該支払期日に支払うべき本社債の利息のうち支払を行わない部
分として当社が決定した割合と少なくとも同じ割合を、当該支払期日と同一の
日に支払うべき負債性その他 Ti er１資本調達手段（下記に定義する。）の配
当または利息のうち支払を行わない部分として当社が決定する割合とするも
のとする。この場合において、当該日が当該負債性その他 Ti er１資本調達手
段の要項における銀行営業日に該当しないことから、当該要項に従い当該負債
性その他 Ti er１資本調達手段の配当または利息の支払が行われる日に関する
調整がなされ、これにより当該日が当該支払期日と異なることとなる場合であ
っても、当該負債性その他 Ti er１資本調達手段の配当および利息は、当該支
払期日と同一の日に支払うべきものとみなす。  
「配当最優先株式」とは、当社の優先株式で配当の順位が最も優先するものを
いう。  

 

「負債性その他 Ti er１資本調達手段」とは、自己資本比率規制（別記「償還
の方法」欄第２項第( 2)号に定義する。）上の自己資本比率基準において、当
社のその他 Ti er１資本に係る基礎項目として扱われる当社が直接発行する資
本調達手段のうち、負債として扱われるもの（本社債を除く。）をいう。  
( 8）利払可能額制限  

 
本項第( 1)号および第( 3)号ないし第( 5)号の規定にかかわらず、当社が各支払
期日に各本社債につき支払うべき本社債の利息の金額は、利払可能額（下記に
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定義する。）を限度とするものとし（かかる制限を、以下利払可能額制限とい
う。）、当社は、各本社債につき、当該支払期日に支払うべき本社債の利息の
うち当該利払可能額を超える金額について、本社債の利息の支払を行わない。

 

「利払可能額」とは、ある支払期日について、当該支払期日に係る調整後分配
可能額（下記に定義する。）を、（ⅰ）当該支払期日に各本社債につき支払う
べき各本社債の利息の額および（ⅱ）当該支払期日に支払うべき各同順位証券
（下記に定義する。）の配当または利息の額で按分して算出される額のうち、
上記（ⅰ）に係る按分額をいう（ただし、円位未満の端数が生じた場合には、
これを切り捨てる。）。この場合において、当該支払期日が本社債の社債要項
または当該同順位証券の要項における銀行営業日に該当しないことから、本社
債の社債要項または当該要項に従い本社債または当該同順位証券の配当また
は利息の支払が行われる日に関する調整がなされ、これにより当該日が当該支
払期日と異なることとなる場合であっても、本社債または当該同順位証券の配
当または利息は、当該支払期日に支払うべきものとみなす。また、当社は、配
当または利息の支払が外貨建てで行われる同順位証券については、当社が適当
と認める方法により、それらの配当および利息の額を円貨建ての額に換算した
うえで、当該円貨建て換算後の同順位証券の配当および利息の額を用いて、利
払可能額を算出する。  

 

「調整後分配可能額」とは、ある日において、会社法に基づき算出される当該
日における当社の分配可能額から、当該日の属する事業年度の初日以後、当該
日の前日までに支払われた本社債、同順位証券および劣後証券（下記に定義す
る。）の配当および利息の総額を控除して得られる額をいう。この場合におい
て、本社債または当該同順位証券もしくは劣後証券の配当または利息の支払が
行われる日が、本社債の社債要項または当該同順位証券もしくは劣後証券の要
項における銀行営業日に該当しないことから、本社債の社債要項または当該要
項に従い本社債または当該同順位証券もしくは劣後証券の配当または利息の
支払が行われる日に関する調整がなされ、これにより当該日が繰り上げられた
場合であっても、本社債または当該同順位証券もしくは劣後証券の配当または
利息は、当該調整前の日に支払われるものとみなす。また、当社は、配当また
は利息の支払が外貨建てで行われる同順位証券および劣後証券については、当
社が適当と認める方法により、それらの配当および利息の額を円貨建ての額に
換算したうえで、当該円貨建て換算後の同順位証券および劣後証券の配当およ
び利息の額を用いて、調整後分配可能額を算出する。  

 

「同順位証券」とは、当社の債務で利息に係る権利について本号と実質的に同
じ条件を付されたもの（ただし、本社債、および専ら当社の資本調達を行うこ
とを目的として設立された当社の連結子法人等（以下特別目的会社等という。）
がその債権者であるものを除く。）、ならびに特別目的会社等の資本調達手段
で配当および利息に係る権利について本号と実質的に同じ条件を付されたも
の（自己資本比率規制上の自己資本比率基準における適格旧 Ti er１資本調達
手段に該当する当社の海外特別目的会社の発行する優先出資証券（以下既存優
先出資証券という。）を除く。）をいう。  

 

「劣後証券」とは、当社の債務で利息に係る権利について本号の点において本
社債に実質的に劣後する条件を付されたもの（ただし、特別目的会社等がその
債権者であるものを除く。）、特別目的会社等の資本調達手段で配当および利
息に係る権利について本号の点において本社債に実質的に劣後する条件を付
されたもの、および既存優先出資証券をいう。  

 

( 9）本項第( 7)号または第( 8)号に基づき支払期日に支払われなかった本社債の利
息は繰り延べられず、当該支払期日において、当社の本社債に基づく当該利息
の支払義務の効力は将来に向かって消滅する。  

 

( 10）当社は、本項第( 7)号または第( 8)号に基づき支払期日に支払うべき本社債
の利息の全部または一部の支払を行わない場合、本項第( 7)号の場合について
は当社が支払を行わないこととした本社債の利息の金額、本項第( 8)号の場合



については利払可能額制限が生じた旨および利払可能額、当該支払期日ならび
に当社が本項第( 7)号または第( 8)号に従い当該支払期日において本社債の利
息の全部または一部の支払を行わず、その支払義務の効力は将来に向かって消
滅することを、当該支払期日の 10銀行営業日前までに、別記（（注）「10．
社債権者に通知する場合の公告の方法」）に定める公告またはその他の方法に
より社債権者に通知する。ただし、当該支払期日の 10銀行営業日前までに当
該通知を行うことができないときは、その後すみやかにこれを行う。 
( 11）本社債の社債要項に反する支払 

 

本項に基づき支払期日に支払を行わないものとされた本社債の利息の全部ま
たは一部が社債権者に対して支払われた場合には、その支払は無効とし、社債
権者はその受領した利息を直ちに当社に対して返還するものとする。 
( 12）相殺禁止 

 
本項に基づき支払期日に支払を行わないものとされた本社債に基づく利息の
支払請求権を相殺の対象とすることはできない。 

 

( 13）本社債の利息の支払については、本項のほか、別記（（注）「７．債務免
除特約」）に定める債務免除特約、別記（（注）「８．元金回復特約」）に定
める元金回復特約および別記（（注）「９．劣後特約」）に定める劣後特約に
従う。 

 ２．各利息計算期間の適用利率の決定 
( 1)  別記「利率」欄第２項の規定に基づき決定される本社債の利率は、支払期日
の翌日から次回の支払期日までの各期間を利息計算期間とし、各利息計算期間
の開始直前の支払期日の２日前（ロンドンにおける銀行休業日はこれに算入し
ない。以下利率基準日という。）のロンドン時間午前 11時現在のロイター3750
頁（ICE Benchmark Admi ni st rat i on Li mi t ed（または下記レートの管理を承継
するその他の者）が管理する円預金のロンドン銀行間オファード・レートを表
示するロイターの 3750頁またはその承継頁をいい、以下ロイター3750頁とい
う。）に表示されるロンドン銀行間市場における円の６ヶ月預金のオファード･
レート（以下６ヶ月ユーロ円ライボーという。）に別記「利率」欄第２項に定
める所定のスプレッドを加算したものとし、各利率基準日の翌日（東京におけ
る銀行休業日にあたるときは、その翌日。以下利率決定日という。）に当社が
これを決定する。 

( 2)  利率基準日に、６ヶ月ユーロ円ライボーがロイター3750 頁に表示されない
場合またはロイター3750 頁が利用不能となった場合には、当社は利率決定日
にすべての利率照会銀行（その利率基準日の前日（ロンドンにおける銀行休業
日にあたるときは、その前日。）のロンドン時間午前 11時現在のレートとして
ロイター3750 頁に表示された６ヶ月ユーロ円ライボーを算出するために、そ
のレートを提供し、それが使用された銀行をいい、以下利率照会銀行という。）
の東京の主たる店舗に対し、利率基準日のロンドン時間午前 11時現在にロン
ドン銀行間市場において利率照会銀行が提示していたロンドンの主要銀行に
対する円の６ヶ月預金のオファード・レート（以下提示レートという。）の提
示を求め、その平均値（上位および下位各２つを除き、算術平均値を算出した
うえ、小数点以下第５位を四捨五入する。）を当該利息計算期間に適用される
６ヶ月ユーロ円ライボーとする。 
( 3)  本項第( 2)号の場合で、当社に提示レートを提示した利率照会銀行が２行以
上ではあるがすべてではない場合、当該利息計算期間に適用される６ヶ月ユー
ロ円ライボーは、当該利率照会銀行の提示レートの平均値（算術平均値を算出
したうえ、小数点以下第５位を四捨五入する。）とする。 
( 4)  本項第( 2)号の場合で、当社に提示レートを提示した利率照会銀行が２行に
満たない場合、当該利息計算期間に適用される６ヶ月ユーロ円ライボーは、当
該利率基準日の前日（ロンドンにおける銀行休業日にあたるときは、その前
日。）のロンドン時間午前 11 時現在のレートとしてロイター3750 頁に表示さ
れた６ヶ月ユーロ円ライボーとする。 



( 5)  当社は別記（（注）「５．財務代理人、発行代理人および支払代理人」）に定
める財務代理人に本項第( 1)号ないし第( 4)号に定める利率確認事務を委託し、
財務代理人は利率決定日に当該利率を確認する。 
( 6)  当社および財務代理人はその本店において、各利息計算期間の開始日から５
日以内（利息計算期間の開始日を含み、東京における銀行休業日はこれに算入
しない。）に、上記により決定された本社債の利率等を、その営業時間中、一
般の閲覧に供する。ただし、当社については、当該利率等を自らのホームペー
ジ上に掲載することをもって、これに代えることができるものとする。 

 ３．利息の支払場所  
 別記（（注）「15．元利金の支払い」）記載のとおり。  
償還期限  定めない。ただし、別記「償還の方法」欄第２項の規定に従い、本社債の全部を償

還する。  
償還の方法  １．償還金額  

各社債の金額 100円につき金 100円（ただし、本欄第２項の規定に従う。） 
２．償還の方法および期限  
( 1）本社債の元金は、平成 33年 12月 15日以降に到来するいずれかの支払期日
に、あらかじめ金融庁長官の確認を受けたうえで、残存する本社債の全部（一
部は不可）を、償還期日までの経過利息を付して、各社債の金額 100円につき
金 100 円の割合で償還することができる。ただし、償還期日において、別記
（（注）「７．債務免除特約」( 1)①）に基づき各本社債に基づく元金の一部
の支払義務が免除されている場合（別記（（注）「８．元金回復特約」）に基
づき当該免除の効力がその全部について消滅している場合を除く。）には、本
号に基づく償還を行うことはできない。  

 ( 2）当社は、払込期日以降、本号①に定める税務事由または本号②に定める資本
事由が発生し、かつ継続している場合、あらかじめ金融庁長官の確認を受けた
うえで、残存する本社債の全部（一部は不可）を、償還期日までの経過利息を
付して、各社債の金額 100円につき金 100円（ただし、償還期日において、別
記（（注）「７．債務免除特約」( 1)①）に基づき各本社債に基づく元金の一
部の支払義務が免除されている場合（別記（（注）「８．元金回復特約」）に
基づき当該免除の効力がその全部について消滅している場合を除く。）には、
各本社債につき金１億円から当該免除され、かつ、当該免除の効力が消滅して
いない支払義務に係る金額を控除して得られる金額（以下免除後元金額とい
う。）。本項第( 4)号において同じ。）の割合で償還することができる。  

 ① 「税務事由」とは、日本の税制またはその解釈の変更等により、本社債の
利息の損金算入が認められないこととなり、当社が合理的な措置を講じても
かかる損金不算入を回避することができない場合をいう。  

 

② 「資本事由」とは、当社が、金融庁その他の監督当局と協議の結果、本社
債の全額または一部の額が、日本の銀行監督規則に定める自己資本比率規制
（以下自己資本比率規制という。）上の自己資本比率基準に基づき当社のそ
の他 Ti er１資本に係る基礎項目として扱われないおそれがあると判断した
場合をいう。  

 ( 3）本項第( 1)号または第( 2)号に基づき本社債を償還しようとする場合、当社は
償還期日より前の 25日以上 60日以内に必要な事項を別記（（注）「10．社債
権者に通知する場合の公告の方法」）に定める公告またはその他の方法により
社債権者に通知する。  

 ( 4）当社は、清算事由（下記に定義する。）が発生し、かつ継続している場合、
別記（（注）「９．劣後特約」）に定める劣後特約の規定に従い、本社債の全
部を、償還期日までの経過利息を付して、各社債の金額 100 円につき金 100
円の割合で償還する。  

 「清算事由」とは、当社について清算手続（会社法に基づく特別清算手続を除
く。）が開始された場合をいう。  



 ( 5）償還すべき日（ただし、平成 33年 12月 15日の翌日以降については、償還
期日）が東京における銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを
繰り上げる。  

 ( 6）本社債の買入消却は、別記「振替機関」欄記載の振替機関が別途定める場合
を除き、払込期日の翌日以降いつでも、あらかじめ金融庁長官の確認を受けた
うえでこれを行うことができる。  

 ( 7）本社債の償還については、本項のほか、別記「利息支払の方法」欄の規定、
別記（（注）「７．債務免除特約」）に定める債務免除特約、別記（（注）「８．
元金回復特約」）に定める元金回復特約および別記（（注）「９．劣後特約」）
に定める劣後特約に従う。  

 ３．償還元金の支払場所  
 別記（（注）「15．元利金の支払い」）記載のとおり。  
募集の方法  一般募集  
申込証拠金（円）  各社債の金額 100円につき金 100円とし、払込期日に払込金に振替充当する。申込

証拠金には利息をつけない。 
申込期間  平成 28年７月 15日 
申込取扱場所  別項引受金融商品取引業者の本店および国内各支店 
払込期日  平成 28年７月 22日 
振替機関  株式会社証券保管振替機構  

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号  
担保  本社債には担保および保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されて

いる資産はない。  
財務上の特約  本社債には財務上の特約は付されていない。  
（注）１．信用格付  

本社債について信用格付業者から取得した信用格付および取得日、申込期間中に信用格付業者が公表する情
報の入手方法は以下のとおり。（電話番号はシステム障害等により情報が入手できない場合の信用格付業者
の連絡先） 
株式会社日本格付研究所（以下ＪＣＲという。） 
信用格付：Ａ－ （取得日 平成 28年７月 15日） 
入手方法：ＪＣＲのホームページ（ht t p: / /www. j cr . co. j p/）の「格付情報」の「当月格付」

（ht t p: / /www. j cr . co. j p/ t op_cont / rat _i nf o02. php）に掲載されている。 
問合せ電話番号：03- 3544- 7013 
信用格付は債務履行の確実性（信用リスク）についての現時点における信用格付業者の意見であり事実の表
明ではない。また、信用格付は、投資助言、販売推奨、または情報もしくは債務に対する保証ではない。信
用格付の評価の対象は信用リスクに限定されており、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、
信用リスク以外のリスクについて言及するものではない。信用格付業者の信用格付は信用リスクの評価にお
いて信用格付業者が必要と判断した場合に変更され、または情報の不足等により取り下げられる（もしくは
保留される）ことがある。信用格付業者は評価にあたり信頼性が高いと判断した情報（発行体から提供され
た情報を含む。）を利用しているが、入手した情報を独自に監査・検証しているわけではない。 

２．社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用  

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下社債等振替法という。）第 66条第２
号の定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第 67
条第２項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。  

３．同一種類の社債  

当社は、本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。以下同じ。）の社債を発行することがある。  
４．社債管理者の不設置  

本社債には会社法第 702条ただし書に基づき、社債管理者は設置されておらず、社債権者は自ら本社債を管
理し、または本社債に係る債権の実現を保全するために必要な一切の行為を行う。  

５．財務代理人、発行代理人および支払代理人  

株式会社みずほ銀行 



６．期限の利益喪失に関する特約  

当社は、本社債につきいかなる場合といえども期限の利益を喪失しない。  
７．債務免除特約  

( 1）当社について本( 1)①に定める損失吸収事由、本( 1)②に定める実質破綻事由または本( 1)③に定める倒
産手続開始事由（以下債務免除事由と総称する。）が生じた場合、別記「利息支払の方法」欄第１項
および別記「償還の方法」欄第２項の規定にかかわらず、以下の規定に従い、当社は、本社債に基づ
く元利金の全部または一部の支払義務を免除される。  
① 損失吸収事由の場合  
当社について損失吸収事由が生じた場合、当該損失吸収事由が生じた時点から債務免除日（下記
に定義する。）までの期間中、各本社債の元金（当該損失吸収事由が生じた時点以前における損
失吸収事由の発生により、当該時点において、本( 1)①に基づき免除されている支払義務に係る
金額（本（注）８に基づき当該免除の効力が消滅している支払義務に係る金額を除く。）を除く。
以下本( 1)①において同じ。）のうち所要損失吸収額（下記に定義する。）に相当する金額およ
び各本社債の利息のうち当該金額の元金に応じた利息について、各本社債に基づく元利金（ただ
し、損失吸収事由が生じた日までに弁済期限が到来したものを除く。以下本( 1)①において同じ。）
の支払請求権の効力は停止し、各本社債に基づく元利金の弁済期限は到来せず、債務免除日にお
いて、当社は、各本社債の元金のうち所要損失吸収額に相当する金額および各本社債の利息のう
ち当該金額の元金に応じた利息について、各本社債に基づく元利金の支払義務を免除される。な
お、損失吸収事由が生じた時点において各本社債の元金が１円となっている場合を除き、損失吸
収事由が生じる毎に、本( 1)①に基づき各本社債に基づく元利金の支払義務は免除される。  
「損失吸収事由」とは、当社が、以下の（ⅰ）から（ⅳ）までのいずれかの方法により報告また
は公表した連結普通株式等 Ti er１比率（下記に定義する。）が 5. 125％を下回った場合をいう。
ただし、当社が以下の（ⅰ）から（ⅲ）までの方法により報告または公表した連結普通株式等
Ti er１比率が 5. 125％を下回った場合であって、当該報告または公表までに、当社が、金融庁そ
の他の監督当局に対し、本( 1)①に従って本社債に基づく元利金の支払義務の免除が行われない
としても当社の連結普通株式等 Ti er１比率が 5. 125％を上回ることとなることが見込まれる計
画を提出し、当該計画につき金融庁その他の監督当局の承認を得られている場合には、損失吸収
事由は生じなかったものとみなす。損失吸収事由が生じなかったものとみなされる場合、当社は、
損失吸収事由は生じない旨を、当社が連結普通株式等 Ti er１比率を報告または公表する日以降
すみやかに、本（注）10に定める公告またはその他の方法により社債権者に通知する。  
（ⅰ）当社が金融庁その他の監督当局に提出する決算状況表または中間決算状況表による報告  
（ⅱ）当社が銀行法に基づき金融庁その他の監督当局に提出する業務報告書または中間業務報告

書による報告  
（ⅲ）法令または金融商品取引所の規則に基づき当社により行われる公表  
（ⅳ）金融庁その他の監督当局の検査結果等を踏まえた当社と監査法人等との協議の後、当社か

ら金融庁その他の監督当局に対して行われる報告  
「所要損失吸収額」とは、各本社債の元金および各損失吸収証券（下記に定義する。）の元金（当
該損失吸収事由が発生した時点以前における損失吸収事由の発生により、当該時点において、免
除等（下記に定義する。）がなされている支払義務に係る金額（当該免除等につき元金回復（下
記に定義する。）がなされた支払義務に係る金額を除く。）、または普通株転換（下記に定義す
る。）がなされた各損失吸収証券の元金の額を除く。以下本( 1)①において同じ。）の全部また
は一部の免除等または普通株転換により、当社の連結普通株式等 Ti er１比率が 5. 125％を上回る
こととなるために必要な額として当社が金融庁その他の監督当局と協議のうえ決定する額（以下
総所要損失吸収額という。）（ただし、損失吸収事由が生じた場合に、本( 1)①と実質的に同一
の条件が付されていた場合に免除等または普通株転換がなされる各損失吸収証券の元金の額を
超える元金の額について免除等または普通株転換がなされる損失吸収証券がある場合には、総所
要損失吸収額から当該免除等または普通株転換がなされる各損失吸収証券の元金の額の合計額
を控除して得られる額（０円を下回る場合には、０円とする。））を、各本社債の元金の額およ
び各損失吸収証券の元金の額で按分して算出される額のうち、各本社債に係る按分額（ただし、
円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り上げる。）をいう。ただし、当該按分額が、各本社
債の元金の額以上の額である場合は、各本社債の元金の額を１円とするために必要な額とする。
この場合において、当社は、元金が外貨建ての各損失吸収証券については、当社が適当と認める



方法により、各損失吸収証券の元金の額を円貨建ての額に換算したうえで、当該円貨建て換算後
の各損失吸収証券の元金の額を用いて、所要損失吸収額を算出する。  
「連結普通株式等 Ti er１比率」とは、自己資本比率規制上の自己資本比率基準に基づき計算さ
れる連結普通株式等 Ti er１比率をいう。  
「損失吸収証券」とは、負債性その他 Ti er１資本調達手段、および自己資本比率規制上の自己
資本比率基準において、当社のその他 Ti er１資本に係る基礎項目として扱われる資本調達手段
のうち、損失吸収事由が生じた場合に免除等または普通株転換がなされるもの（本社債および負
債性その他 Ti er１資本調達手段を除く。）をいい、特別目的会社等の発行するものを含む。  
本( 1)①において「債務免除日」とは、損失吸収事由が生じた日後 10銀行営業日を超えない範囲
で、当社が金融庁その他の監督当局との協議のうえ決定する日をいう。  
「免除等」とは、元本の金額の支払義務の免除その他の方法による元金の削減をいう。  
「元金回復」とは、免除等の効力の消滅その他の方法による元金の回復をいう。  
「普通株転換」とは、普通株式を対価とする取得その他の方法による普通株式への転換をいう。  

② 実質破綻事由の場合  
当社について実質破綻事由が生じた場合、実質破綻事由が生じた時点から債務免除日（下記に定
義する。）までの期間中、本社債に基づく元利金（ただし、実質破綻事由が生じた日までに弁済
期限が到来したものを除く。以下本( 1)②において同じ。）の支払請求権の効力は停止し、本社
債に基づく元利金の弁済期限は到来せず、債務免除日において、当社は本社債に基づく元利金の
支払義務を免除される。  
「実質破綻事由」とは、内閣総理大臣が当社について、預金保険法第 126条の２第１項第２号に
定める措置である特定第二号措置を講ずる必要がある旨の認定を行った場合をいう。  
本( 1)②において「債務免除日」とは、実質破綻事由が生じた日後 10銀行営業日を超えない範囲
で、当社が金融庁その他の監督当局との協議のうえ決定する日をいう。  

③ 倒産手続開始事由の場合  
当社について倒産手続開始事由が生じた場合、倒産手続開始事由が生じた時点において、当社は
本社債に基づく元利金（ただし、倒産手続開始事由が生じた時点より前に弁済期限が到来したも
のを除く。）の支払義務を免除される。  
「倒産手続開始事由」とは、当社について破産手続開始、更生手続開始もしくは再生手続開始の
決定もしくは特別清算開始の命令がなされ、または日本法によらない破産手続、更生手続、再生
手続もしくは特別清算もしくはこれらに準ずる手続が外国において行われた場合をいう。  

( 2）債務免除事由が生じた場合、当社はその旨（本（注）７( 1)①の場合においては、所要損失吸収額およ
び当該①に定める債務免除日後の免除後元金額を含む。）、債務免除日（本（注）７( 1)①または②の
場合においては、当該①または②に定める債務免除日をいい、本（注）７( 1)③の場合においては、倒
産手続開始事由が生じた日をいう。以下本号において同じ。）および当社が本（注）７に基づき本社
債に基づく元利金（ただし、債務免除事由が生じた日までに弁済期限が到来したものを除く。以下本
（注）７において同じ。）の全部または一部の支払義務を免除されることを、本（注）７( 1)①または
②の場合においては当該債務免除日の前日までに、本（注）７( 1)③の場合においては当該債務免除日
以降すみやかに、本（注）10に定める公告またはその他の方法により社債権者に通知する。ただし、
本（注）７( 1)①または②の場合において、社債権者に当該債務免除日の前日までに当該通知を行うこ
とができないときは、当該債務免除日以降直ちにこれを行う。  

( 3）債務免除特約に反する支払の禁止 
債務免除事由が生じた後、本社債に基づく元利金（損失吸収事由が生じた場合においては、本（注）
７( 1)①に基づき免除された支払義務に係る本社債の元利金部分に限る。）の全部または一部が社債権
者に対して支払われた場合には、その支払は無効とし、社債権者はその受領した元利金を直ちに当社
に対して返還する。  

( 4）相殺禁止 
債務免除事由が生じた場合、本社債に基づく元利金（損失吸収事由が生じた場合においては、本（注）
７( 1)①に基づき免除された支払義務に係る本社債の元利金部分に限る。）の支払請求権を相殺の対象
とすることはできない。  

８．元金回復特約  
( 1）損失吸収事由の発生により本（注）７( 1)①に基づき本社債に基づく元金の一部の支払義務が免除され
ている場合（本（注）８に基づき当該免除の効力がその全部について消滅している場合を除く。）に



おいて、元金回復事由（下記に定義する。）が生じた場合、銀行法その他適用ある法令および自己資
本比率規制に従い、当該元金回復事由が生じた日において、本（注）７( 1)①に基づき支払義務を免除
されている各本社債の元金の額（当該元金回復事由が生じた日において、本（注）８に基づき当該免
除の効力が消滅している支払義務に係る金額を除く。以下本( 1)において同じ。）のうち、元金回復額
（下記に定義する。）に相当する金額について、元金回復日（下記に定義する。）に、各本社債に基
づく元金の支払義務の免除の効力は将来に向かって消滅する。なお、元金回復事由が生じる毎に、本
（注）８に基づき各本社債に基づく元金の支払義務の免除の効力は将来に向かって消滅する。 
「元金回復事由」とは、当社が、銀行法その他適用ある法令および自己資本比率規制に従い、本社債
および元金回復型損失吸収証券（下記に定義する。）について本（注）８またはその条件に従い、元
金回復がなされた直後においても十分に高い水準の連結普通株式等 Ti er１比率が維持されることにつ
いて、あらかじめ金融庁その他の監督当局の確認を受けたうえで、本（注）８に基づき各本社債に基
づく元金の支払義務の免除の効力を将来に向かって消滅させることを決定した場合をいう。 
「元金回復額」とは、当社が、支払義務につき元金回復がなされる本社債および元金回復型損失吸収
証券の元金の合計額として、金融庁その他の監督当局との協議のうえ決定する額を、元金回復事由が
生じた日において、（ⅰ）本（注）７( 1)①に基づき支払義務を免除された各本社債の元金の額、およ
び（ⅱ）各元金回復型損失吸収証券の条件に従い免除等された当該各元金回復型損失吸収証券の元金
の額（当該元金回復事由が生じた日において、当該元金回復型損失吸収証券の条件に従い元金回復が
なされている支払義務に係る金額を除く。以下本( 1)において同じ。）で按分して算出される額のうち、
各本社債に係る按分額（ただし、円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。）をいう。こ
の場合において、当社は、元金が外貨建ての各元金回復型損失吸収証券については、当社が適当と認
める方法により、免除等された各元金回復型損失吸収証券の元金の額を円貨建ての額に換算したうえ
で、当該円貨建て換算後の免除等された各元金回復型損失吸収証券の元金の額を用いて、元金回復額
を算出する。 
「元金回復日」とは、元金回復事由が生じた日後 10銀行営業日を超えない範囲で、当社が金融庁その
他の監督当局との協議のうえ決定する日をいう。 
「元金回復型損失吸収証券」とは、損失吸収証券のうち、元金の回復に関して本（注）８と実質的に
同じ条件を付されたものをいう。  

( 2）本（注）８( 1)の規定にかかわらず、償還期日後および実質破綻事由または倒産手続開始事由が生じた
後は、元金回復事由は生じないものとする。  

( 3）元金回復事由が生じた場合、当社はその旨、元金回復額、元金回復日、元金回復日後の免除後元金額、
および本（注）８に基づき本社債に基づく元金の一部の支払義務の免除の効力がその全部または一部
について将来に向かって失われることを、当該元金回復日の前日までに本（注）10に定める公告また
はその他の方法により社債権者に通知する。  

９．劣後特約  
( 1）当社につき清算事由が発生し、かつ継続している場合、本社債に基づく元利金（ただし、清算事由が
生じた日までに弁済期限が到来したものを除く。以下本（注）９において同じ。）の支払請求権の効
力は、以下の条件が成就したときに発生する。ただし、当該本社債に基づく元利金の支払請求権の効
力は、以下の条件が成就するまでに本（注）７に定める債務免除事由が生じた場合には、本（注）７
の規定に従う。 
（停止条件） 
当該清算事由に係る清算手続において、会社法の規定に従って、当社の株主に残余財産を分配する前
までに弁済その他の方法で満足を受けるべきすべての優先債権（（ⅰ）本社債に基づく債権および（ⅱ）
本社債に基づく債権と清算手続における弁済順位について実質的に同じ条件の債権またはこれに劣後
する条件の債権（当社の清算手続において特別目的会社等が有する債権で、当該債権につき支払われ
る金銭が当該特別目的会社等の発行する既存優先出資証券に係る残余財産分配に充当されるものを含
む。）を除くすべての債権（期限付劣後債務に係る債権、その他自己資本比率規制上の自己資本比率
基準に基づき当社の Ti er２資本に係る基礎項目として扱われる劣後債務に係る債権を含む。）をいう。
以下同じ。）が、その債権額につき全額の弁済その他の方法で満足を受けたこと。  

( 2）優先債権者に対する不利益変更の禁止 
本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても優先債権者（下記に定義する。）に対して不
利益を及ぼす内容に変更されてはならず、そのような変更の合意はいかなる意味においても、またい



かなる者に対しても効力を生じない。 
「優先債権者」とは、当社に対し、優先債権を有するすべての者をいう。  

( 3）劣後特約に反する支払の禁止 
本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が、本（注）９( 1)に従って発生していないにもかかわらず、
その元利金の全部または一部が社債権者に対して支払われた場合には、その支払は無効とし、社債権
者はその受領した元利金を直ちに当社に返還する。  

( 4）相殺禁止 
当社について清算事由が発生し、かつ継続している場合には、本（注）９( 1)に規定されている条件が
成就しない限りは、本社債に基づく元利金の支払請求権を相殺の対象とすることはできない。  

10．社債権者に通知する場合の公告の方法  
本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるときを除き、当社の定款所定の電
子公告の方法によりこれを行うものとする。ただし、電子公告の方法によることができない事故その他のや
むを得ない事由が生じた場合は、当社の定款所定の新聞紙ならびに東京都および大阪市において発行する各
１種以上の新聞紙にこれを掲載する。ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。  

11．社債要項の公示  
当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。  

12．社債要項の変更  
( 1）本社債の社債要項に定められた事項（ただし、本（注）９( 2)の規定に反しない範囲で、本（注）５を
除く。）の変更は、法令に定めがあるときを除き、社債権者集会の決議を要するものとする。ただし、
社債権者集会の決議は、裁判所の認可を受けなければ、その効力を生じない。  

( 2）裁判所の認可を受けた上記社債権者集会の決議録は、本社債の社債要項と一体をなすものとする。  
13．社債権者集会に関する事項  
( 1）本社債および本社債と同一の種類の社債（以下本種類の社債と総称する。）の社債権者集会は、当社
がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前までに社債権者集会を招集する旨および会
社法第 719条各号所定の事項を本（注）10に定める方法により公告する。  

( 2）本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。  
( 3）本種類の社債の総額（本（注）７( 1)①に基づき各本社債に基づく元金の一部の支払義務が免除されて
いる場合（本（注）８に基づき当該免除の効力がその全部について消滅している場合を除く。）には、
本社債に係る免除後元金額の総額を本社債の総額とする。また、当社が有する本種類の社債の金額の
合計額は算入しない。）の 10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、当社に対し、社
債権者集会の目的である事項および招集の理由を記載した書面を当社に提出して本種類の社債の社債
権者集会の招集を請求することができる。  

14．費用の負担  
以下に定める費用は当社の負担とする。  
( 1）本（注）10に定める公告に関する費用  
( 2）本（注）13に定める社債権者集会に関する費用  

15．元利金の支払い  
本社債に係る元利金は、社債等振替法および別記「振替機関」欄記載の振替機関の業務規程その他の規則に
従って支払われる。  



２【社債の引受け及び社債管理の委託（第２回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約および劣後特

約付））】 

（１）【社債の引受け】 

引受人の氏名又は名称  住所  
引受金額  
（百万円） 

引受けの条件  

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 202, 400
１．引受人は、本社債の全額
につき、共同して買取引
受を行う。  

２．本社債の引受手数料は各
社債の金額100円につき
金 60銭とする。  

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 13, 800

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 13, 800

計  －   230, 000 －   
 （注）本社債は金融商品取引業等に関する内閣府令（以下金商業等府令という。）第 153条第１項第４号ハに掲げる社

債券に該当し、金商業等府令第 147条第３号に規定する本社債の主幹事会社であるみずほ証券株式会社は当社の
子法人等に該当する。みずほ証券株式会社は、当社が 95. 80％出資する連結子会社である。本社債の発行価格お
よび利率（以下発行価格等という。）の決定を公正かつ適切に行うため、本社債の発行価格等は日本証券業協会
の定める「有価証券の引受け等に関する規則」第 25条の２に規定されるプレ・マーケティングの方式により決定
した。 

（２）【社債管理の委託】 

 該当事項なし 



３【新規発行社債（短期社債を除く。）（第３回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約および劣後

特約付））】 

銘柄  株式会社みずほフィナンシャルグループ第３回任意償還条項付無担保永久社債  
（債務免除特約および劣後特約付）  

記名・無記名の別  －   
券面総額又は振替社債の総額
（円）  

金 230, 000百万円  

各社債の金額（円）  金１億円  
発行価額の総額（円）  金 230, 000百万円  
発行価格（円）  各社債の金額 100円につき金 100円  
利率（％）  １．平成 28年７月 22日の翌日から平成 38年 12月 15日まで 

年 1. 55％ 
２．平成 38年 12月 15日の翌日以降  
別記「利息支払の方法」欄第２項で定義する６ヶ月ユーロ円ライボーに 1. 60％を
加算したものとする。 

利払日  毎年６月 15日および 12月 15日 
利息支払の方法  １．利息の計算期間  

( 1)  本社債の利息は、払込期日の翌日から償還がなされる日（以下償還期日という。）
までこれをつけ、平成 28年 12月 15日を第１回の利息支払期日としてその日まで
の分を支払い、その後毎年６月および 12月の各 15日（第１回の利息支払期日を含
め、以下支払期日という。）にその日までの前半か年分を支払う。 

( 2)  利息を支払うべき日（ただし、平成 38年 12月 15日の翌日以降については、支払
期日）が東京における銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り
上げる。 

( 3)  平成28年７月22日の翌日から平成38年12月15日までの本社債の利息について、
支払期日に各社債権者が各口座管理機関（別記「振替機関」欄記載の振替機関の業
務規程に定める口座管理機関をいう。以下同じ。）に保有する各本社債の金額（た
だし、支払期日において、別記（（注）「７．債務免除特約」( 1)①）に基づき各本
社債に基づく元金の一部の支払義務が免除されている場合（別記（（注）「８．元金
回復特約」）に基づき当該免除の効力がその全部について消滅している場合を除
く。）には、当該支払期日における各本社債の免除後元金額（別記「償還の方法」
欄第２項第( 2)号に定義する。）。また、支払期日以前に損失吸収事由（別記（（注）
「７．債務免除特約」( 1)①）に定義する。）が生じ、かつ、当該損失吸収事由に係
る債務免除日（同号①に定義する。）が支払期日後に到来する場合には、当該債務
免除日における各本社債の免除後元金額。本項第( 4)号において同じ。）の総額につ
いて支払われる利息金額は、当該各本社債の金額の総額に一通貨あたりの利子額を
乗じることによりこれを計算し、円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨て
る。本号において一通貨あたりの利子額とは、別記「振替機関」欄記載の振替機関
の業務規程施行規則に従い、１円に別記「利率」欄第１項に定める利率を乗じ、そ
れを２で除して得られる金額（ただし、半か年に満たない期間につき利息を支払う
ときは、その半か年の日割をもってこれを計算し、小数点以下第 13 位未満の端数
が生じた場合にはこれを切り捨てる。）をいう。 
( 4)  平成 38 年 12 月 15 日の翌日以降の各利息計算期間（本欄第２項に定義する。）
について、支払期日に各社債権者が各口座管理機関に保有する各本社債の金額の
総額について支払われる利息金額は、当該各本社債の金額の総額に一通貨あたり
の利子額を乗じることによりこれを計算し、円位未満の端数が生じた場合にはこ
れを切り捨てる。本号において一通貨あたりの利子額とは、別記「振替機関」欄
記載の振替機関の業務規程施行規則に従い、１円に別記「利率」欄第２項の規定
に基づき決定される利率および当該利息計算期間の実日数を分子とし 360 を分母
とする分数を乗じて得られる金額（ただし、小数点以下第 13位未満の端数が生じ



た場合にはこれを切り捨てる。）をいう。 
( 5）本項第( 3)号または第( 4)号に従い本社債の利息を計算する場合において、直前
の支払期日後その次の支払期日までの期間に元金回復日（別記（（注）「８．元
金回復特約」( 1)）に定義する。）が到来した場合（ただし、当該元金回復日後当
該その次の支払期日までの期間に損失吸収事由が生じ、かつ、当該その次の支払
期日における免除後元金額が、当該元金回復日の直前における免除後元金額を下
回る場合を除く。）には、当該期間のうち直前の支払期日の翌日から当該元金回
復日までの期間については、当該元金回復日の直前における免除後元金額を本項
第( 3)号または第( 4)号における各本社債の金額とみなし、また、当該期間のうち
当該元金回復日の翌日から次の支払期日までの期間については、次の支払期日に
おける免除後元金額を、本項第( 3)号または第( 4)号における各本社債の金額とみ
なし、本項第( 3)号に従い各々の期間につき計算して得られる金額の合計額、また
は本項第( 4) 号に従い各々の期間を利息計算期間とみなした上で計算して得られ
る金額の合計額を、当該次の支払期日に支払うべき本社債の利息とする。  

( 6）本項第( 1)号および第( 3)号ないし第( 5)号の規定にかかわらず、償還期日後、お
よび当社につき清算事由が生じた日以降これが継続している間は、本社債には利
息をつけない。  
( 7）任意利払停止  
本項第( 1)号および第( 3)号ないし第( 5)号の規定にかかわらず、当社は、本社債の
利息の支払を行わないことが必要であるとその完全な裁量により判断する場合に
は、各支払期日において、各本社債につき、当該支払期日に支払うべき本社債の
利息の全部または一部の支払を行わないことができる。当社は、本号に基づき支
払期日において各本社債につき本社債の利息の全部または一部の支払を行わない
場合（ただし、法令または法令に基づく金融庁その他の監督当局による命令その
他の処分に基づく場合を除く。）には、（ⅰ）その直前の配当の基準日に係る普
通株式およびその他の株式（配当最優先株式（下記に定義する。）を含む。）に
対する金銭の配当を行う旨の取締役会の決議またはかかる配当を行う旨の会社提
案の議案の株主総会への提出を行わないものとし、かつ、（ⅱ）当該支払期日に
支払うべき本社債の利息のうち支払を行わない部分として当社が決定した割合と
少なくとも同じ割合を、当該支払期日と同一の日に支払うべき負債性その他 Ti er
１資本調達手段（下記に定義する。）の配当または利息のうち支払を行わない部
分として当社が決定する割合とするものとする。この場合において、当該日が当
該負債性その他Ti er１資本調達手段の要項における銀行営業日に該当しないこと
から、当該要項に従い当該負債性その他 Ti er１資本調達手段の配当または利息の
支払が行われる日に関する調整がなされ、これにより当該日が当該支払期日と異
なることとなる場合であっても、当該負債性その他 Ti er１資本調達手段の配当お
よび利息は、当該支払期日と同一の日に支払うべきものとみなす。  
「配当最優先株式」とは、当社の優先株式で配当の順位が最も優先するものをい
う。  

 

「負債性その他 Ti er１資本調達手段」とは、自己資本比率規制（別記「償還の方
法」欄第２項第( 2)号に定義する。）上の自己資本比率基準において、当社のその
他Ti er１資本に係る基礎項目として扱われる当社が直接発行する資本調達手段の
うち、負債として扱われるもの（本社債を除く。）をいう。  
( 8）利払可能額制限  

 

本項第( 1)号および第( 3)号ないし第( 5)号の規定にかかわらず、当社が各支払期日
に各本社債につき支払うべき本社債の利息の金額は、利払可能額（下記に定義す
る。）を限度とするものとし（かかる制限を、以下利払可能額制限という。）、
当社は、各本社債につき、当該支払期日に支払うべき本社債の利息のうち当該利
払可能額を超える金額について、本社債の利息の支払を行わない。  

 
「利払可能額」とは、ある支払期日について、当該支払期日に係る調整後分配可
能額（下記に定義する。）を、（ⅰ）当該支払期日に各本社債につき支払うべき



各本社債の利息の額および（ⅱ）当該支払期日に支払うべき各同順位証券（下記
に定義する。）の配当または利息の額で按分して算出される額のうち、上記（ⅰ）
に係る按分額をいう（ただし、円位未満の端数が生じた場合には、これを切り捨
てる。）。この場合において、当該支払期日が本社債の社債要項または当該同順
位証券の要項における銀行営業日に該当しないことから、本社債の社債要項また
は当該要項に従い本社債または当該同順位証券の配当または利息の支払が行われ
る日に関する調整がなされ、これにより当該日が当該支払期日と異なることとな
る場合であっても、本社債または当該同順位証券の配当または利息は、当該支払
期日に支払うべきものとみなす。また、当社は、配当または利息の支払が外貨建
てで行われる同順位証券については、当社が適当と認める方法により、それらの
配当および利息の額を円貨建ての額に換算したうえで、当該円貨建て換算後の同
順位証券の配当および利息の額を用いて、利払可能額を算出する。  

 

「調整後分配可能額」とは、ある日において、会社法に基づき算出される当該日
における当社の分配可能額から、当該日の属する事業年度の初日以後、当該日の
前日までに支払われた本社債、同順位証券および劣後証券（下記に定義する。）
の配当および利息の総額を控除して得られる額をいう。この場合において、本社
債または当該同順位証券もしくは劣後証券の配当または利息の支払が行われる日
が、本社債の社債要項または当該同順位証券もしくは劣後証券の要項における銀
行営業日に該当しないことから、本社債の社債要項または当該要項に従い本社債
または当該同順位証券もしくは劣後証券の配当または利息の支払が行われる日に
関する調整がなされ、これにより当該日が繰り上げられた場合であっても、本社
債または当該同順位証券もしくは劣後証券の配当または利息は、当該調整前の日
に支払われるものとみなす。また、当社は、配当または利息の支払が外貨建てで
行われる同順位証券および劣後証券については、当社が適当と認める方法により、
それらの配当および利息の額を円貨建ての額に換算したうえで、当該円貨建て換
算後の同順位証券および劣後証券の配当および利息の額を用いて、調整後分配可
能額を算出する。  

 

「同順位証券」とは、当社の債務で利息に係る権利について本号と実質的に同じ
条件を付されたもの（ただし、本社債、および専ら当社の資本調達を行うことを
目的として設立された当社の連結子法人等（以下特別目的会社等という。）がそ
の債権者であるものを除く。）、ならびに特別目的会社等の資本調達手段で配当
および利息に係る権利について本号と実質的に同じ条件を付されたもの（自己資
本比率規制上の自己資本比率基準における適格旧Ti er１資本調達手段に該当する
当社の海外特別目的会社の発行する優先出資証券（以下既存優先出資証券とい
う。）を除く。）をいう。  

 

「劣後証券」とは、当社の債務で利息に係る権利について本号の点において本社
債に実質的に劣後する条件を付されたもの（ただし、特別目的会社等がその債権
者であるものを除く。）、特別目的会社等の資本調達手段で配当および利息に係
る権利について本号の点において本社債に実質的に劣後する条件を付されたも
の、および既存優先出資証券をいう。  

 

( 9）本項第( 7)号または第( 8)号に基づき支払期日に支払われなかった本社債の利息
は繰り延べられず、当該支払期日において、当社の本社債に基づく当該利息の支
払義務の効力は将来に向かって消滅する。  

 

( 10）当社は、本項第( 7)号または第( 8)号に基づき支払期日に支払うべき本社債の利
息の全部または一部の支払を行わない場合、本項第( 7)号の場合については当社が
支払を行わないこととした本社債の利息の金額、本項第( 8)号の場合については利
払可能額制限が生じた旨および利払可能額、当該支払期日ならびに当社が本項第
( 7)号または第( 8)号に従い当該支払期日において本社債の利息の全部または一部
の支払を行わず、その支払義務の効力は将来に向かって消滅することを、当該支
払期日の 10銀行営業日前までに、別記（（注）「10．社債権者に通知する場合の
公告の方法」）に定める公告またはその他の方法により社債権者に通知する。た
だし、当該支払期日の 10銀行営業日前までに当該通知を行うことができないとき



は、その後すみやかにこれを行う。 
( 11）本社債の社債要項に反する支払 

 

本項に基づき支払期日に支払を行わないものとされた本社債の利息の全部または
一部が社債権者に対して支払われた場合には、その支払は無効とし、社債権者は
その受領した利息を直ちに当社に対して返還するものとする。 
( 12）相殺禁止 

 
本項に基づき支払期日に支払を行わないものとされた本社債に基づく利息の支払
請求権を相殺の対象とすることはできない。 

 

( 13）本社債の利息の支払については、本項のほか、別記（（注）「７．債務免除特
約」）に定める債務免除特約、別記（（注）「８．元金回復特約」）に定める元
金回復特約および別記（（注）「９．劣後特約」）に定める劣後特約に従う。 

 ２．各利息計算期間の適用利率の決定 
( 1)  別記「利率」欄第２項の規定に基づき決定される本社債の利率は、支払期日の
翌日から次回の支払期日までの各期間を利息計算期間とし、各利息計算期間の開
始直前の支払期日の２日前（ロンドンにおける銀行休業日はこれに算入しない。
以下利率基準日という。）のロンドン時間午前 11 時現在のロイター3750 頁（ICE 
Benchmark Admi ni st rat i on Li mi t ed（または下記レートの管理を承継するその他
の者）が管理する円預金のロンドン銀行間オファード・レートを表示するロイタ
ーの 3750頁またはその承継頁をいい、以下ロイター3750頁という。）に表示され
るロンドン銀行間市場における円の６ヶ月預金のオファード･レート（以下６ヶ月
ユーロ円ライボーという。）に別記「利率」欄第２項に定める所定のスプレッドを
加算したものとし、各利率基準日の翌日（東京における銀行休業日にあたるとき
は、その翌日。以下利率決定日という。）に当社がこれを決定する。 

( 2)  利率基準日に、６ヶ月ユーロ円ライボーがロイター3750頁に表示されない場合
またはロイター3750頁が利用不能となった場合には、当社は利率決定日にすべて
の利率照会銀行（その利率基準日の前日（ロンドンにおける銀行休業日にあたる
ときは、その前日。）のロンドン時間午前 11 時現在のレートとしてロイター3750
頁に表示された６ヶ月ユーロ円ライボーを算出するために、そのレートを提供し、
それが使用された銀行をいい、以下利率照会銀行という。）の東京の主たる店舗に
対し、利率基準日のロンドン時間午前 11時現在にロンドン銀行間市場において利
率照会銀行が提示していたロンドンの主要銀行に対する円の６ヶ月預金のオファ
ード・レート（以下提示レートという。）の提示を求め、その平均値（上位および
下位各２つを除き、算術平均値を算出したうえ、小数点以下第５位を四捨五入す
る。）を当該利息計算期間に適用される６ヶ月ユーロ円ライボーとする。 
( 3)  本項第( 2)号の場合で、当社に提示レートを提示した利率照会銀行が２行以上で
はあるがすべてではない場合、当該利息計算期間に適用される６ヶ月ユーロ円ラ
イボーは、当該利率照会銀行の提示レートの平均値（算術平均値を算出したうえ、
小数点以下第５位を四捨五入する。）とする。 
( 4)  本項第( 2)号の場合で、当社に提示レートを提示した利率照会銀行が２行に満た
ない場合、当該利息計算期間に適用される６ヶ月ユーロ円ライボーは、当該利率
基準日の前日（ロンドンにおける銀行休業日にあたるときは、その前日。）のロン
ドン時間午前 11 時現在のレートとしてロイター3750 頁に表示された６ヶ月ユー
ロ円ライボーとする。 
( 5)  当社は別記（（注）「５．財務代理人、発行代理人および支払代理人」）に定める
財務代理人に本項第( 1)号ないし第( 4)号に定める利率確認事務を委託し、財務代
理人は利率決定日に当該利率を確認する。 
( 6)  当社および財務代理人はその本店において、各利息計算期間の開始日から５日
以内（利息計算期間の開始日を含み、東京における銀行休業日はこれに算入しな
い。）に、上記により決定された本社債の利率等を、その営業時間中、一般の閲覧
に供する。ただし、当社については、当該利率等を自らのホームページ上に掲載
することをもって、これに代えることができるものとする。 

 ３．利息の支払場所  



 別記（（注）「15．元利金の支払い」）記載のとおり。  
償還期限  定めない。ただし、別記「償還の方法」欄第２項の規定に従い、本社債の全部を償還

する。  
償還の方法  １．償還金額  

各社債の金額 100円につき金 100円（ただし、本欄第２項の規定に従う。）  
２．償還の方法および期限  
( 1）本社債の元金は、平成 38年 12月 15日以降に到来するいずれかの支払期日に、
あらかじめ金融庁長官の確認を受けたうえで、残存する本社債の全部（一部は不
可）を、償還期日までの経過利息を付して、各社債の金額 100 円につき金 100 円
の割合で償還することができる。ただし、償還期日において、別記（（注）「７．
債務免除特約」( 1)①）に基づき各本社債に基づく元金の一部の支払義務が免除さ
れている場合（別記（（注）「８．元金回復特約」）に基づき当該免除の効力が
その全部について消滅している場合を除く。）には、本号に基づく償還を行うこ
とはできない。  

 ( 2）当社は、払込期日以降、本号①に定める税務事由または本号②に定める資本事
由が発生し、かつ継続している場合、あらかじめ金融庁長官の確認を受けたうえ
で、残存する本社債の全部（一部は不可）を、償還期日までの経過利息を付して、
各社債の金額 100 円につき金 100 円（ただし、償還期日において、別記（（注）
「７．債務免除特約」( 1)①）に基づき各本社債に基づく元金の一部の支払義務が
免除されている場合（別記（（注）「８．元金回復特約」）に基づき当該免除の
効力がその全部について消滅している場合を除く。）には、各本社債につき金１
億円から当該免除され、かつ、当該免除の効力が消滅していない支払義務に係る
金額を控除して得られる金額（以下免除後元金額という。）。本項第( 4)号におい
て同じ。）の割合で償還することができる。  

 ① 「税務事由」とは、日本の税制またはその解釈の変更等により、本社債の利
息の損金算入が認められないこととなり、当社が合理的な措置を講じてもかか
る損金不算入を回避することができない場合をいう。  

 

② 「資本事由」とは、当社が、金融庁その他の監督当局と協議の結果、本社債
の全額または一部の額が、日本の銀行監督規則に定める自己資本比率規制（以
下自己資本比率規制という。）上の自己資本比率基準に基づき当社のその他Ti er
１資本に係る基礎項目として扱われないおそれがあると判断した場合をいう。 

 ( 3）本項第( 1)号または第( 2)号に基づき本社債を償還しようとする場合、当社は償
還期日より前の 25日以上 60日以内に必要な事項を別記（（注）「10．社債権者
に通知する場合の公告の方法」）に定める公告またはその他の方法により社債権
者に通知する。  

 ( 4）当社は、清算事由（下記に定義する。）が発生し、かつ継続している場合、別
記（（注）「９．劣後特約」）に定める劣後特約の規定に従い、本社債の全部を、
償還期日までの経過利息を付して、各社債の金額 100円につき金 100 円の割合で
償還する。  

 「清算事由」とは、当社について清算手続（会社法に基づく特別清算手続を除く。）
が開始された場合をいう。  

 ( 5）償還すべき日（ただし、平成 38年 12月 15日の翌日以降については、償還期日）
が東京における銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業日にこれを繰り上げ
る。  

 ( 6）本社債の買入消却は、別記「振替機関」欄記載の振替機関が別途定める場合を
除き、払込期日の翌日以降いつでも、あらかじめ金融庁長官の確認を受けたうえ
でこれを行うことができる。  

 ( 7）本社債の償還については、本項のほか、別記「利息支払の方法」欄の規定、別
記（（注）「７．債務免除特約」）に定める債務免除特約、別記（（注）「８．
元金回復特約」）に定める元金回復特約および別記（（注）「９．劣後特約」）
に定める劣後特約に従う。  



 ３．償還元金の支払場所  
 別記（（注）「15．元利金の支払い」）記載のとおり。  
募集の方法  一般募集  
申込証拠金（円）  各社債の金額 100 円につき金 100 円とし、払込期日に払込金に振替充当する。申込証

拠金には利息をつけない。 
申込期間  平成 28年７月 15日 
申込取扱場所  別項引受金融商品取引業者の本店および国内各支店 
払込期日  平成 28年７月 22日 
振替機関  株式会社証券保管振替機構  

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号  
担保  本社債には担保および保証は付されておらず、また本社債のために特に留保されてい

る資産はない。  
財務上の特約  本社債には財務上の特約は付されていない。  
（注）１．信用格付  

本社債について信用格付業者から取得した信用格付および取得日、申込期間中に信用格付業者が公表する情
報の入手方法は以下のとおり。（電話番号はシステム障害等により情報が入手できない場合の信用格付業者
の連絡先） 
株式会社日本格付研究所（以下ＪＣＲという。） 
信用格付：Ａ－ （取得日 平成 28年７月 15日） 
入手方法：ＪＣＲのホームページ（ht t p: / /www. j cr . co. j p/）の「格付情報」の「当月格付」

（ht t p: / /www. j cr . co. j p/ t op_cont / rat _i nf o02. php）に掲載されている。 
問合せ電話番号：03- 3544- 7013 
信用格付は債務履行の確実性（信用リスク）についての現時点における信用格付業者の意見であり事実の表
明ではない。また、信用格付は、投資助言、販売推奨、または情報もしくは債務に対する保証ではない。信
用格付の評価の対象は信用リスクに限定されており、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、
信用リスク以外のリスクについて言及するものではない。信用格付業者の信用格付は信用リスクの評価にお
いて信用格付業者が必要と判断した場合に変更され、または情報の不足等により取り下げられる（もしくは
保留される）ことがある。信用格付業者は評価にあたり信頼性が高いと判断した情報（発行体から提供され
た情報を含む。）を利用しているが、入手した情報を独自に監査・検証しているわけではない。 

２．社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用  

本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下社債等振替法という。）第 66条第２
号の定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第 67
条第２項に定める場合を除き、社債券を発行することができない。  

３．同一種類の社債  

当社は、本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。以下同じ。）の社債を発行することがある。  
４．社債管理者の不設置  

本社債には会社法第 702条ただし書に基づき、社債管理者は設置されておらず、社債権者は自ら本社債を管
理し、または本社債に係る債権の実現を保全するために必要な一切の行為を行う。  

５．財務代理人、発行代理人および支払代理人  

株式会社みずほ銀行 
６．期限の利益喪失に関する特約  

当社は、本社債につきいかなる場合といえども期限の利益を喪失しない。  
７．債務免除特約  

( 1）当社について本( 1)①に定める損失吸収事由、本( 1)②に定める実質破綻事由または本( 1)③に定める倒
産手続開始事由（以下債務免除事由と総称する。）が生じた場合、別記「利息支払の方法」欄第１項
および別記「償還の方法」欄第２項の規定にかかわらず、以下の規定に従い、当社は、本社債に基づ
く元利金の全部または一部の支払義務を免除される。  
① 損失吸収事由の場合  
当社について損失吸収事由が生じた場合、当該損失吸収事由が生じた時点から債務免除日（下記
に定義する。）までの期間中、各本社債の元金（当該損失吸収事由が生じた時点以前における損
失吸収事由の発生により、当該時点において、本( 1)①に基づき免除されている支払義務に係る



金額（本（注）８に基づき当該免除の効力が消滅している支払義務に係る金額を除く。）を除く。
以下本( 1)①において同じ。）のうち所要損失吸収額（下記に定義する。）に相当する金額およ
び各本社債の利息のうち当該金額の元金に応じた利息について、各本社債に基づく元利金（ただ
し、損失吸収事由が生じた日までに弁済期限が到来したものを除く。以下本( 1)①において同じ。）
の支払請求権の効力は停止し、各本社債に基づく元利金の弁済期限は到来せず、債務免除日にお
いて、当社は、各本社債の元金のうち所要損失吸収額に相当する金額および各本社債の利息のう
ち当該金額の元金に応じた利息について、各本社債に基づく元利金の支払義務を免除される。な
お、損失吸収事由が生じた時点において各本社債の元金が１円となっている場合を除き、損失吸
収事由が生じる毎に、本( 1)①に基づき各本社債に基づく元利金の支払義務は免除される。  
「損失吸収事由」とは、当社が、以下の（ⅰ）から（ⅳ）までのいずれかの方法により報告また
は公表した連結普通株式等 Ti er１比率（下記に定義する。）が 5. 125％を下回った場合をいう。
ただし、当社が以下の（ⅰ）から（ⅲ）までの方法により報告または公表した連結普通株式等
Ti er１比率が 5. 125％を下回った場合であって、当該報告または公表までに、当社が、金融庁そ
の他の監督当局に対し、本( 1)①に従って本社債に基づく元利金の支払義務の免除が行われない
としても当社の連結普通株式等 Ti er１比率が 5. 125％を上回ることとなることが見込まれる計
画を提出し、当該計画につき金融庁その他の監督当局の承認を得られている場合には、損失吸収
事由は生じなかったものとみなす。損失吸収事由が生じなかったものとみなされる場合、当社は、
損失吸収事由は生じない旨を、当社が連結普通株式等 Ti er１比率を報告または公表する日以降
すみやかに、本（注）10に定める公告またはその他の方法により社債権者に通知する。  
（ⅰ）当社が金融庁その他の監督当局に提出する決算状況表または中間決算状況表による報告  
（ⅱ）当社が銀行法に基づき金融庁その他の監督当局に提出する業務報告書または中間業務報告

書による報告  
（ⅲ）法令または金融商品取引所の規則に基づき当社により行われる公表  
（ⅳ）金融庁その他の監督当局の検査結果等を踏まえた当社と監査法人等との協議の後、当社か

ら金融庁その他の監督当局に対して行われる報告  
「所要損失吸収額」とは、各本社債の元金および各損失吸収証券（下記に定義する。）の元金（当
該損失吸収事由が発生した時点以前における損失吸収事由の発生により、当該時点において、免
除等（下記に定義する。）がなされている支払義務に係る金額（当該免除等につき元金回復（下
記に定義する。）がなされた支払義務に係る金額を除く。）、または普通株転換（下記に定義す
る。）がなされた各損失吸収証券の元金の額を除く。以下本( 1)①において同じ。）の全部また
は一部の免除等または普通株転換により、当社の連結普通株式等 Ti er１比率が 5. 125％を上回る
こととなるために必要な額として当社が金融庁その他の監督当局と協議のうえ決定する額（以下
総所要損失吸収額という。）（ただし、損失吸収事由が生じた場合に、本( 1)①と実質的に同一
の条件が付されていた場合に免除等または普通株転換がなされる各損失吸収証券の元金の額を
超える元金の額について免除等または普通株転換がなされる損失吸収証券がある場合には、総所
要損失吸収額から当該免除等または普通株転換がなされる各損失吸収証券の元金の額の合計額
を控除して得られる額（０円を下回る場合には、０円とする。））を、各本社債の元金の額およ
び各損失吸収証券の元金の額で按分して算出される額のうち、各本社債に係る按分額（ただし、
円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り上げる。）をいう。ただし、当該按分額が、各本社
債の元金の額以上の額である場合は、各本社債の元金の額を１円とするために必要な額とする。
この場合において、当社は、元金が外貨建ての各損失吸収証券については、当社が適当と認める
方法により、各損失吸収証券の元金の額を円貨建ての額に換算したうえで、当該円貨建て換算後
の各損失吸収証券の元金の額を用いて、所要損失吸収額を算出する。  
「連結普通株式等 Ti er１比率」とは、自己資本比率規制上の自己資本比率基準に基づき計算さ
れる連結普通株式等 Ti er１比率をいう。  
「損失吸収証券」とは、負債性その他 Ti er１資本調達手段、および自己資本比率規制上の自己
資本比率基準において、当社のその他 Ti er１資本に係る基礎項目として扱われる資本調達手段
のうち、損失吸収事由が生じた場合に免除等または普通株転換がなされるもの（本社債および負
債性その他 Ti er１資本調達手段を除く。）をいい、特別目的会社等の発行するものを含む。  
本( 1)①において「債務免除日」とは、損失吸収事由が生じた日後 10銀行営業日を超えない範囲
で、当社が金融庁その他の監督当局との協議のうえ決定する日をいう。  
「免除等」とは、元本の金額の支払義務の免除その他の方法による元金の削減をいう。  



「元金回復」とは、免除等の効力の消滅その他の方法による元金の回復をいう。  
「普通株転換」とは、普通株式を対価とする取得その他の方法による普通株式への転換をいう。  

② 実質破綻事由の場合  
当社について実質破綻事由が生じた場合、実質破綻事由が生じた時点から債務免除日（下記に定
義する。）までの期間中、本社債に基づく元利金（ただし、実質破綻事由が生じた日までに弁済
期限が到来したものを除く。以下本( 1)②において同じ。）の支払請求権の効力は停止し、本社
債に基づく元利金の弁済期限は到来せず、債務免除日において、当社は本社債に基づく元利金の
支払義務を免除される。  
「実質破綻事由」とは、内閣総理大臣が当社について、預金保険法第 126条の２第１項第２号に
定める措置である特定第二号措置を講ずる必要がある旨の認定を行った場合をいう。  
本( 1)②において「債務免除日」とは、実質破綻事由が生じた日後 10銀行営業日を超えない範囲
で、当社が金融庁その他の監督当局との協議のうえ決定する日をいう。  

③ 倒産手続開始事由の場合  
当社について倒産手続開始事由が生じた場合、倒産手続開始事由が生じた時点において、当社は
本社債に基づく元利金（ただし、倒産手続開始事由が生じた時点より前に弁済期限が到来したも
のを除く。）の支払義務を免除される。  
「倒産手続開始事由」とは、当社について破産手続開始、更生手続開始もしくは再生手続開始の
決定もしくは特別清算開始の命令がなされ、または日本法によらない破産手続、更生手続、再生
手続もしくは特別清算もしくはこれらに準ずる手続が外国において行われた場合をいう。  

( 2）債務免除事由が生じた場合、当社はその旨（本（注）７( 1)①の場合においては、所要損失吸収額およ
び当該①に定める債務免除日後の免除後元金額を含む。）、債務免除日（本（注）７( 1)①または②の
場合においては、当該①または②に定める債務免除日をいい、本（注）７( 1)③の場合においては、倒
産手続開始事由が生じた日をいう。以下本号において同じ。）および当社が本（注）７に基づき本社
債に基づく元利金（ただし、債務免除事由が生じた日までに弁済期限が到来したものを除く。以下本
（注）７において同じ。）の全部または一部の支払義務を免除されることを、本（注）７( 1)①または
②の場合においては当該債務免除日の前日までに、本（注）７( 1)③の場合においては当該債務免除日
以降すみやかに、本（注）10に定める公告またはその他の方法により社債権者に通知する。ただし、
本（注）７( 1)①または②の場合において、社債権者に当該債務免除日の前日までに当該通知を行うこ
とができないときは、当該債務免除日以降直ちにこれを行う。  

( 3）債務免除特約に反する支払の禁止 
債務免除事由が生じた後、本社債に基づく元利金（損失吸収事由が生じた場合においては、本（注）
７( 1)①に基づき免除された支払義務に係る本社債の元利金部分に限る。）の全部または一部が社債権
者に対して支払われた場合には、その支払は無効とし、社債権者はその受領した元利金を直ちに当社
に対して返還する。  

( 4）相殺禁止 
債務免除事由が生じた場合、本社債に基づく元利金（損失吸収事由が生じた場合においては、本（注）
７( 1)①に基づき免除された支払義務に係る本社債の元利金部分に限る。）の支払請求権を相殺の対象
とすることはできない。  

８．元金回復特約  
( 1）損失吸収事由の発生により本（注）７( 1)①に基づき本社債に基づく元金の一部の支払義務が免除され
ている場合（本（注）８に基づき当該免除の効力がその全部について消滅している場合を除く。）に
おいて、元金回復事由（下記に定義する。）が生じた場合、銀行法その他適用ある法令および自己資
本比率規制に従い、当該元金回復事由が生じた日において、本（注）７( 1)①に基づき支払義務を免除
されている各本社債の元金の額（当該元金回復事由が生じた日において、本（注）８に基づき当該免
除の効力が消滅している支払義務に係る金額を除く。以下本( 1)において同じ。）のうち、元金回復額
（下記に定義する。）に相当する金額について、元金回復日（下記に定義する。）に、各本社債に基
づく元金の支払義務の免除の効力は将来に向かって消滅する。なお、元金回復事由が生じる毎に、本
（注）８に基づき各本社債に基づく元金の支払義務の免除の効力は将来に向かって消滅する。 
「元金回復事由」とは、当社が、銀行法その他適用ある法令および自己資本比率規制に従い、本社債
および元金回復型損失吸収証券（下記に定義する。）について本（注）８またはその条件に従い、元
金回復がなされた直後においても十分に高い水準の連結普通株式等 Ti er１比率が維持されることにつ
いて、あらかじめ金融庁その他の監督当局の確認を受けたうえで、本（注）８に基づき各本社債に基



づく元金の支払義務の免除の効力を将来に向かって消滅させることを決定した場合をいう。 
「元金回復額」とは、当社が、支払義務につき元金回復がなされる本社債および元金回復型損失吸収
証券の元金の合計額として、金融庁その他の監督当局との協議のうえ決定する額を、元金回復事由が
生じた日において、（ⅰ）本（注）７( 1)①に基づき支払義務を免除された各本社債の元金の額、およ
び（ⅱ）各元金回復型損失吸収証券の条件に従い免除等された当該各元金回復型損失吸収証券の元金
の額（当該元金回復事由が生じた日において、当該元金回復型損失吸収証券の条件に従い元金回復が
なされている支払義務に係る金額を除く。以下本( 1)において同じ。）で按分して算出される額のうち、
各本社債に係る按分額（ただし、円位未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てる。）をいう。こ
の場合において、当社は、元金が外貨建ての各元金回復型損失吸収証券については、当社が適当と認
める方法により、免除等された各元金回復型損失吸収証券の元金の額を円貨建ての額に換算したうえ
で、当該円貨建て換算後の免除等された各元金回復型損失吸収証券の元金の額を用いて、元金回復額
を算出する。 
「元金回復日」とは、元金回復事由が生じた日後 10銀行営業日を超えない範囲で、当社が金融庁その
他の監督当局との協議のうえ決定する日をいう。 
「元金回復型損失吸収証券」とは、損失吸収証券のうち、元金の回復に関して本（注）８と実質的に
同じ条件を付されたものをいう。  

( 2）本（注）８( 1)の規定にかかわらず、償還期日後および実質破綻事由または倒産手続開始事由が生じた
後は、元金回復事由は生じないものとする。  

( 3）元金回復事由が生じた場合、当社はその旨、元金回復額、元金回復日、元金回復日後の免除後元金額、
および本（注）８に基づき本社債に基づく元金の一部の支払義務の免除の効力がその全部または一部
について将来に向かって失われることを、当該元金回復日の前日までに本（注）10に定める公告また
はその他の方法により社債権者に通知する。  

９．劣後特約  
( 1）当社につき清算事由が発生し、かつ継続している場合、本社債に基づく元利金（ただし、清算事由が
生じた日までに弁済期限が到来したものを除く。以下本（注）９において同じ。）の支払請求権の効
力は、以下の条件が成就したときに発生する。ただし、当該本社債に基づく元利金の支払請求権の効
力は、以下の条件が成就するまでに本（注）７に定める債務免除事由が生じた場合には、本（注）７
の規定に従う。 
（停止条件） 
当該清算事由に係る清算手続において、会社法の規定に従って、当社の株主に残余財産を分配する前
までに弁済その他の方法で満足を受けるべきすべての優先債権（（ⅰ）本社債に基づく債権および（ⅱ）
本社債に基づく債権と清算手続における弁済順位について実質的に同じ条件の債権またはこれに劣後
する条件の債権（当社の清算手続において特別目的会社等が有する債権で、当該債権につき支払われ
る金銭が当該特別目的会社等の発行する既存優先出資証券に係る残余財産分配に充当されるものを含
む。）を除くすべての債権（期限付劣後債務に係る債権、その他自己資本比率規制上の自己資本比率
基準に基づき当社の Ti er２資本に係る基礎項目として扱われる劣後債務に係る債権を含む。）をいう。
以下同じ。）が、その債権額につき全額の弁済その他の方法で満足を受けたこと。  

( 2）優先債権者に対する不利益変更の禁止 
本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても優先債権者（下記に定義する。）に対して不
利益を及ぼす内容に変更されてはならず、そのような変更の合意はいかなる意味においても、またい
かなる者に対しても効力を生じない。 
「優先債権者」とは、当社に対し、優先債権を有するすべての者をいう。  

( 3）劣後特約に反する支払の禁止 
本社債に基づく元利金の支払請求権の効力が、本（注）９( 1)に従って発生していないにもかかわらず、
その元利金の全部または一部が社債権者に対して支払われた場合には、その支払は無効とし、社債権
者はその受領した元利金を直ちに当社に返還する。  

( 4）相殺禁止 
当社について清算事由が発生し、かつ継続している場合には、本（注）９( 1)に規定されている条件が
成就しない限りは、本社債に基づく元利金の支払請求権を相殺の対象とすることはできない。  

10．社債権者に通知する場合の公告の方法  
本社債に関し社債権者に対し公告を行う場合は、法令に別段の定めがあるときを除き、当社の定款所定の電
子公告の方法によりこれを行うものとする。ただし、電子公告の方法によることができない事故その他のや



むを得ない事由が生じた場合は、当社の定款所定の新聞紙ならびに東京都および大阪市において発行する各
１種以上の新聞紙にこれを掲載する。ただし、重複するものがあるときは、これを省略することができる。  

11．社債要項の公示  
当社は、その本店に本社債の社債要項の謄本を備え置き、その営業時間中、一般の閲覧に供する。  

12．社債要項の変更  
( 1）本社債の社債要項に定められた事項（ただし、本（注）９( 2)の規定に反しない範囲で、本（注）５を
除く。）の変更は、法令に定めがあるときを除き、社債権者集会の決議を要するものとする。ただし、
社債権者集会の決議は、裁判所の認可を受けなければ、その効力を生じない。  

( 2）裁判所の認可を受けた上記社債権者集会の決議録は、本社債の社債要項と一体をなすものとする。  
13．社債権者集会に関する事項  
( 1）本社債および本社債と同一の種類の社債（以下本種類の社債と総称する。）の社債権者集会は、当社
がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前までに社債権者集会を招集する旨および会
社法第 719条各号所定の事項を本（注）10に定める方法により公告する。  

( 2）本種類の社債の社債権者集会は、東京都においてこれを行う。  
( 3）本種類の社債の総額（本（注）７( 1)①に基づき各本社債に基づく元金の一部の支払義務が免除されて
いる場合（本（注）８に基づき当該免除の効力がその全部について消滅している場合を除く。）には、
本社債に係る免除後元金額の総額を本社債の総額とする。また、当社が有する本種類の社債の金額の
合計額は算入しない。）の 10分の１以上にあたる本種類の社債を有する社債権者は、当社に対し、社
債権者集会の目的である事項および招集の理由を記載した書面を当社に提出して本種類の社債の社債
権者集会の招集を請求することができる。  

14．費用の負担  
以下に定める費用は当社の負担とする。  
( 1）本（注）10に定める公告に関する費用  
( 2）本（注）13に定める社債権者集会に関する費用  

15．元利金の支払い  
本社債に係る元利金は、社債等振替法および別記「振替機関」欄記載の振替機関の業務規程その他の規則に
従って支払われる。  



４【社債の引受け及び社債管理の委託（第３回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約および劣後特

約付））】 

（１）【社債の引受け】 

引受人の氏名又は名称  住所  
引受金額  
（百万円） 

引受けの条件  

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 202, 400
１．引受人は、本社債の全額
につき、共同して買取引
受を行う。  

２．本社債の引受手数料は各
社債の金額100円につき
金 60銭とする。  

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 13, 800

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 13, 800

計  －   230, 000 －   
 （注）本社債は金融商品取引業等に関する内閣府令（以下金商業等府令という。）第 153条第１項第４号ハに掲げる社

債券に該当し、金商業等府令第 147条第３号に規定する本社債の主幹事会社であるみずほ証券株式会社は当社の
子法人等に該当する。みずほ証券株式会社は、当社が 95. 80％出資する連結子会社である。本社債の発行価格お
よび利率（以下発行価格等という。）の決定を公正かつ適切に行うため、本社債の発行価格等は日本証券業協会
の定める「有価証券の引受け等に関する規則」第 25条の２に規定されるプレ・マーケティングの方式により決定
した。 

（２）【社債管理の委託】 

 該当事項なし 

５【新規発行による手取金の使途】 

（１）【新規発行による手取金の額】 

払込金額の総額（百万円）  発行諸費用の概算額（百万円）  差引手取概算額（百万円）  

460, 000 3, 330 456, 670 

（注） 上記金額は、第２回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約および劣後特約付）および第３回任意償還条

項付無担保永久社債（債務免除特約および劣後特約付）の合計金額であります。 

（２）【手取金の使途】 

 上記差引手取概算額 456, 670百万円は、当社の連結子会社である株式会社みずほ銀行に対する劣後融資金と

して、平成 28年度上期中を目途に充当する予定であります。 

第２【売出要項】 

 該当事項なし 



【募集又は売出しに関する特別記載事項】 

株式会社みずほフィナンシャルグループ第２回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約および劣後特約付）およ

び株式会社みずほフィナンシャルグループ第３回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約および劣後特約付）（以

下本社債と総称する。）に対する投資の判断にあたっては、発行登録書、訂正発行登録書および発行登録追補書類その

他の内容の他に、以下に示すような様々なリスクおよび留意事項を特に考慮する必要があります。ただし、本社債の取

得時、保有時および処分時における個別的な課税関係を含め、本社債に対する投資に係るすべてのリスクおよび留意事

項を網羅したものではありません。 

 以下に示すリスクおよび留意事項は、「第三部 参照情報 第１ 参照書類」に掲げた有価証券報告書等および「第

三部 参照情報 第２ 参照書類の補完情報」に記載された「事業等のリスク」と併せて読む必要があります。 

 なお、以下に示すリスクおよび留意事項に関し、本社債の社債要項の内容の詳細については、「第一部 証券情報 第

１ 募集要項」中の「１ 新規発行社債（短期社債を除く。）（第２回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約

および劣後特約付））」および「３ 新規発行社債（短期社債を除く。）（第３回任意償還条項付無担保永久社債（債

務免除特約および劣後特約付））」をご参照下さい。また、本「募集又は売出しに関する特別記載事項」中で使用され

る用語は、以下で別途定義される用語を除き、それぞれ「第一部 証券情報 第１ 募集要項」中の「１ 新規発行社

債（短期社債を除く。）（第２回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約および劣後特約付））」および「３ 新

規発行社債（短期社債を除く。）（第３回任意償還条項付無担保永久社債（債務免除特約および劣後特約付））」のう

ち当該本社債に関連する箇所中で定義された意味を有します。 

( 1）本社債に付された信用格付に関するリスク 

 本社債に付与される信用格付は、債務履行の確実性（信用リスク）についての現時点における信用格付業者の意

見であり事実の表明ではありません。また、信用格付は、投資助言、販売推奨、または情報もしくは債務に対する

保証ではありません。信用格付の評価の対象は信用リスクに限定されており、流動性リスク、市場価値リスク、価

格変動リスク等、信用リスク以外のリスクについて言及するものではありません。信用格付業者の信用格付は信用

リスクの評価において信用格付業者が必要と判断した場合に変更され、または情報の不足等により取り下げられる

（もしくは保留される）ことがあります。信用格付業者は評価にあたり信頼性が高いと判断した情報（発行体から

提供された情報を含む。）を利用していますが、入手した情報を独自に監査・検証しているわけではありません。

本社債に付与される信用格付について、当社の経営状況または財務状況の悪化、当社に適用される規制の変更や信

用格付業者による将来の格付基準の見直し等により格下げがなされた場合、償還前の本社債の価格および市場での

流動性に悪影響を及ぼす可能性があります。 

( 2）価格変動リスク  

 償還前の本社債の価格は、市場金利の変動、当社の経営状況または財務状況および本社債に付与された格付の状

況等により変動する可能性があります。  

( 3）本社債の流動性に関するリスク  

 本社債の発行時においてその活発な流通市場は形成されておらず、またかかる市場が形成される保証はありませ

ん。したがって、本社債の社債権者は、本社債を売却できないか、または希望する条件では本社債を売却できず、

金利水準や当社の経営状況または財務状況および本社債に付与された格付の状況等により、投資元本を割り込む可

能性があります。  

( 4）元利金免除に関するリスク  

 当社について、損失吸収事由、実質破綻事由または倒産手続開始事由が生じた場合、以下の①ないし③に記載の

とおり、当社は、本社債に基づく元利金の全部または一部の支払義務を免除され、その免除の対価として当社の株

式その他の有価証券が交付されることはありません。したがって、これらの場合、清算手続において本社債に実質



的に劣後することとなる当社の株式または海外特別目的会社等の発行する優先出資証券につき、これらの事由の発

生により損失が生じるか否かおよびその損失の程度にかかわらず、本社債の社債権者は、支払義務を免除された本

社債に基づく元利金について、以下のとおりその支払を受けられないこととなります。  

① 損失吸収事由の場合について  

 損失吸収事由が生じた場合、当社は、債務免除日において、各本社債の元金のうち所要損失吸収額に相当する

金額（ただし、各本社債の元金を１円とするために必要な額を限度とする。）および各本社債の利息のうち当該

金額の元金に応じた利息について、各本社債に基づく元利金（ただし、損失吸収事由が生じた日までに弁済期限

が到来したものを除く。本①において以下同じ。）の支払義務を免除されます。また、支払義務が免除された本

社債の元利金については、その免除の対価として当社の株式その他の有価証券が交付されることはありません。  

 なお、かかる本社債に基づく元金の支払義務の免除がなされた後に、元金回復事由が生じた場合、元金回復額

に相当する金額について、各本社債に基づく元金の一部の支払義務の免除の効力は将来に向かって消滅します。

しかしながら、損失吸収事由の発生により本社債に基づく元金の支払義務の免除がなされた後に、かかる元金回

復事由が生じる保証は何らなく、また、本社債の社債権者は、当社に対してかかる元金の回復を求める権利を有

しておらず、当社は元金を回復させる義務を何ら負っていません。  

 したがって、損失吸収事由が生じた場合、本社債の社債権者は、その後の元金回復事由の発生により各本社債

に基づく元金の一部の支払義務の免除の効力が消滅しない限り、支払義務が免除された所要損失吸収額に相当す

る本社債の元金およびこれに応じた将来の利息について、支払を受けることができません。また、当該元金に応

じた経過利息については、その後の元金回復事由の発生の有無にかかわらず、その支払を受けられないことが確

定します。  

② 実質破綻事由の場合について  

 実質破綻事由が生じた場合、当社は、債務免除日において、本社債に基づく元利金（ただし、実質破綻事由が

生じた日までに弁済期限が到来したものを除く。本②において以下同じ。）の全部の支払義務を免除されます。

支払義務を免除された元利金が、その後に回復することはありませんし、また、その免除の対価として当社の株

式その他の有価証券が交付されることもありません。したがって、この場合、本社債の社債権者は、本社債に基

づく元利金の全部について、支払を受けられないことが確定します。  

 実質破綻事由の発生の有無は内閣総理大臣の判断に委ねられており、当社の意図にかかわらず発生する可能性

があります。金融庁が平成 28年４月に公表した「金融システムの安定に資する総損失吸収力（TLAC）に係る枠

組み整備の方針について」と題する文書（以下金融庁方針という。）によれば、当社グループを含む本邦のグロ

ーバルなシステム上重要な銀行（G- SIBs）の秩序ある処理の方法としては、原則として銀行持株会社に対して単

一の当局が破綻処理権限を行使し、当該銀行グループを一体として処理する方法（SPE（Si ngl e Poi nt  of  Ent ry）

アプローチ）が望ましいと考えられており、その具体例として、当局の関与の下、銀行持株会社がシステム上の

重要性を有するとして金融庁が別途指定する銀行持株会社の子会社（以下主要子会社という。）の損失を吸収す

るための措置が当該主要子会社に係る予め当該主要子会社が調達し、銀行持株会社が引き受けている損失吸収力

等を有すると認められる資本・負債（以下内部 TLACという。）について講じられ、その後、銀行持株会社が預

金保険法第 126条の２第１項第２号に定める特定第二号措置の適用要件を満たす場合には、当該銀行持株会社に

対して特定第二号措置に係る特定認定および特定管理を命ずる処分が行われることが想定されています。かかる

秩序ある処理が当社グループに適用される場合には、特定第二号措置に係る特定認定により、本社債に基づく元

利金のその時点における残額の全額について、債務免除が行われることとなります。  

 また、当社は当社の子会社とは別個の法人格を有する銀行持株会社であり、当社の子会社に対する株式および

債権以外に重要な資産を有しておらず、その収入の大部分を当該子会社からの配当その他の支払に依存していま



す。当社および当社の子会社に適用され得る銀行法や預金保険法等に基づく法令上の規制または契約上の制限等

により、当社の主要子会社について内部 TLACの所要水準を充足することや当該子会社の損失を当社が吸収する

ことを目的として、本社債およびこれと同順位のその他 Ti er１資本調達手段ならびに当社の Ti er２資本調達手

段を含む当社の TLAC適格負債等の発行代わり金により当社が当該子会社に対して有することとなる貸付債権等

について、債務免除または普通株式への転換等がなされる可能性があります。  

 そのため、かかる秩序ある処理が当社グループに適用される場合、当該子会社の預金債権およびデリバティブ

取引上の債権を含む一般債権および劣後債権の債権者は、その債権につきその条件に従って弁済を受けられるこ

ととなる可能性がある一方で、当該本社債の社債権者は、その本社債に基づく元利金の全部につき弁済を受けら

れないこととなります。  

 また、金融庁方針においては、今後の国際的な議論の動向等によって、当該方針の内容が変更される可能性が

あるとされており、その場合には、変更後の具体的な内容により、当社による本社債の元利金の返済能力や本社

債の市場価値に悪影響が生じる可能性があります。  

③ 倒産手続開始事由の場合について  

 倒産手続開始事由が生じた場合、当社は、当該事由が生じた時点において、本社債に基づく元利金（ただし、

倒産手続開始事由が生じた時点より前に弁済期限が到来したものを除く。本③において以下同じ。）の全部の支

払義務を免除されます。支払義務を免除された元利金が、その後に回復することはありませんし、また、その免

除の対価として当社の株式その他の有価証券が交付されることもありません。したがって、この場合、本社債の

社債権者は、本社債に基づく元利金の全部について、支払を受けられないことが確定します。  

( 5）利払の停止に関するリスク  

 当社は、本社債の利息の支払を行わないことが必要であるとその完全な裁量により判断する場合には、各支払期

日において、各本社債につき、当該支払期日に支払うべき本社債の利息の全部または一部の支払を行わないことが

できます（かかる利息の支払停止を、以下任意利払停止という。）。  

 また、当社が各支払期日に各本社債につき支払うべき本社債の利息の金額は利払可能額を限度とするものとし、

当社は、各本社債につき、支払期日に支払うべき本社債の利息のうち利払可能額を超える金額について、本社債の

利息の支払を行いません。そのため、一の事業年度内において当社の株式、同順位証券または劣後証券につき、そ

の配当等の支払が行われる日に配当等がなされた後に、本社債の支払期日が到来する場合、かかる株式、同順位証

券または劣後証券に対してなされた配当等の額が当該支払期日の分配可能額または調整後分配可能額の計算にお

いて控除される結果、株式、同順位証券または劣後証券に対しては、その配当等の支払が行われる日に配当等がな

されたにもかかわらず、その後の支払期日における本社債の利払については利払可能額制限が生じる可能性があり

ます。さらに、配当等の支払が行われる日を本社債の利息の支払期日と同じくする同順位証券が存在する場合、当

該支払期日における利払可能額が、これらに係る配当等の総額も含めて調整後分配可能額を按分して算出される結

果、本社債の利払につき利払可能額制限が生じる可能性があります。かかる利払可能額制限が生じる場合、各本社

債につき、利払可能額を超える金額に相当する利息の支払は行われません。なお、本社債には、本社債の発行後、

当社が株式、同順位証券または劣後証券を発行することを制約する条項は付されていません。本社債の発行後に、

当社が株式、同順位証券または劣後証券を発行する場合、これらに対してなされる配当等の額も、上記の調整後分

配可能額および利払可能額の算出に含められることになり、本社債の利息の支払に影響を及ぼす可能性があります。  

 本社債につき任意利払停止や利払可能額制限が生じた場合、支払が停止された本社債の利息は累積しません。し

たがって、任意利払停止または利払可能額制限により本社債の利息の全部または一部の支払が停止された場合、支

払が停止された利息がその後、本社債の社債権者に支払われることはありません。これらの場合、本社債はその期



待されたキャッシュ・フローを生じず、本社債の社債権者は本社債に関して予定した利息収入の全部または一部を

得られないこととなります。  

 任意利払停止の場合、当社は、法令または法令に基づく金融庁その他の監督当局による命令その他の処分に基づ

く場合を除き、（ⅰ）その直前の配当の基準日に係る株式に対する金銭の配当を行う旨の取締役会の決議またはか

かる配当を行う旨の会社提案の議案の株主総会への提出を行わず、かつ、（ⅱ）当該支払期日に支払うべき本社債

の利息のうち支払を行わない部分として当社が決定した割合と少なくとも同じ割合を、当該支払期日と同一の日に

支払うべき負債性その他 Ti er１資本調達手段の配当または利息のうち支払を行わない部分として当社が決定する

割合とします。しかし、かかる制約を除き、本社債には、当社の株式またはその他 Ti er１資本調達手段について、

その配当もしくは利息の支払または当社による取得を制約する条項は付されていません。  

( 6）償還に関するリスク  

① 税務事由または資本事由の発生による償還について  

 当社は、払込期日以降、税務事由または資本事由が発生し、かつ当該事由が継続している場合、あらかじめ金

融庁長官の確認を受けたうえで、残存する本社債の全部（一部は不可）を、償還期日までの経過利息を付して、

各社債の金額 100円につき金 100円（ただし、償還期日において、各本社債に基づく元金の一部の支払義務が免

除されている場合（当該免除の効力がその全部について消滅している場合を除く。）には、各本社債につき金１

億円から当該免除され、かつ、当該免除の効力が消滅していない支払義務に係る金額を控除して得られる金額）

の割合で償還することができます。これらの償還がなされた場合、本社債の社債権者は予定した将来の金利収入

を得られなくなり、また、その時点で再投資したときに、予定した金利と同等の利回りを達成できない可能性が

あります。  

 また、損失吸収事由の発生により各本社債に基づく元金の一部の支払義務が免除されている場合において、税

務事由または資本事由の発生により当社が本社債を償還する場合、当該支払義務を免除された各本社債の元金お

よびこれに応じた将来の利息について、その支払を受けられないことが確定します。  

② 償還について  

 本社債に償還期限の定めはなく、（ⅰ）当社の任意による償還がなされる場合、および、（ⅱ）当社につき清

算事由が発生し、かつ継続している場合に、当該清算事由に係る清算手続において、会社法の規定に従って、当

社の株主に残余財産を分配する前までに弁済その他の方法で満足を受けるべきすべての優先債権が、その債権額

につき全額の弁済その他の方法で満足を受けたことを条件として償還される場合を除き、本社債は償還されませ

ん。  

 当社が、当社の任意による償還を行うためには、自己資本比率規制上必要とされる条件を満たすことが必要で

あり、また、償還に際し、自己資本の充実について、あらかじめ金融庁長官の確認を受ける必要があります。当

社が本社債を任意に償還しようとする場合に、かかる本社債の償還のための条件を満たしているか否かについて

の保証や、当社が本社債を任意に償還するか否かについての保証は何らなく、また、本社債の社債権者は、当社

に対して本社債の償還を求める権利を有していません。  

( 7）本社債の劣後性に関するリスク  

 本社債には劣後特約が付されており、当社につき清算事由が発生し、かつ継続している場合には、本社債に基づ

く元利金（ただし、清算事由が生じた日までに弁済期限が到来したものを除く。）の支払請求権の効力は、当該清

算事由に係る清算手続において、会社法の規定に従って、当社の株主に残余財産を分配する前までに弁済その他の

方法で満足を受けるべきすべての優先債権が、その債権額につき全額の弁済その他の方法で満足を受けたことを条

件として発生します。したがって、当社につき清算事由が発生し、かつ継続している場合、本社債の社債権者は、

その投資元本の全部または一部の支払を受けられない可能性があります。  



 本社債には期限の利益喪失に関する特約は付されていません。また、本社債の社債権者は、会社法第 739条に定

める決議を行う権利を有さず、本社債が同条に基づき期限の利益を喪失せしめられることはありません。  

( 8）規制および規制の変更に関するリスク  

 平成 22年 12月にバーゼル銀行監督委員会が公表したバーゼルⅢテキスト（銀行の自己資本と流動性に係る国際

的な基準の詳細を示すもの）および平成 27年 11月 26日付で金融庁により公表された自己資本比率規制等の改正

により、本邦においても平成 28年３月末から各種資本バッファーに係る規制が段階的に適用されています。また、

当社グループは、金融安定理事会（FSB）および金融庁により、グローバルなシステム上重要な銀行（G- SIBs）と

して選定されており、当該各種資本バッファーに係る規制の一部として、1. 0％の追加的な資本水準が平成 28年３

月末から段階的に求められています。そのため、自己資本比率規制に従い算出される当社の資本バッファー比率が

一定水準を下回った場合には、その水準に応じて、配当、株式買戻し、償還等の社外流出が原則として制限される

こととなります。当社に対してかかる制限が課せられた場合には、任意利払停止にかかる条項に従い本社債の利息

の支払が行われず、または本社債の任意による償還または税務事由もしくは資本事由による償還を当社が行うこと

ができない可能性が高まるほか、かかる規制に対応するため、任意利払停止にかかる条項に従い本社債の利息の支

払が停止される可能性があります。  

 また、G- SI Bs のグループおよび追加的に求められる資本水準は年次で更新され、毎年 11月に FSBによって公表

されることから、今後、更に高い資本水準を求められるおそれがあります。さらに、今後の自己資本比率規制やそ

の他の規制（平成 27年 11月に FSBが公表した「グローバルなシステム上重要な銀行の破綻時の損失吸収及び資本

再構築に係る原則」等に基づくG- SIBs の総損失吸収力（TLAC）の維持に関する規制を含むが、これに限らない。）

の変更・新規導入により、本社債に関する支払についてさらなる制限が課せられ、または当社のさらなる自己資本

の積上げ等が必要となり、その結果、本社債に関する支払に悪影響を及ぼす可能性があります。  

( 9）税制の変更に関するリスク  

 本社債の償還金、利息に関する税制またはかかる税制に関する解釈・適用・取扱いが変更され、現在の予定を上

回る源泉課税に服することとなった場合、本社債の社債権者の予定していた元利金収入の額が減少することがあり

得ますが、この場合であっても、当社は本社債について何ら追加的支払を行う義務を負いません。  

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】 

 該当事項なし 

第４【その他の記載事項】 

 該当事項なし 

第二部【公開買付けに関する情報】 
第１【公開買付けの概要】 

 該当事項なし 

第２【統合財務情報】 

 該当事項なし 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】 

 該当事項なし 



第三部【参照情報】 
第１【参照書類】 

 会社の概況および事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参

照すること。 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

 事業年度 第 14期（自 平成 27年４月１日 至 平成 28年３月 31日） 平成 28年６月 27日関東財務局長に提

出 

２【臨時報告書】 

 １の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成 28年７月 15日）までに、金融商品取引法第 24条

の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成28

年６月 29日に関東財務局長に提出 

第２【参照書類の補完情報】 

 上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書の提

出日以後本発行登録追補書類提出日（平成 28年７月 15日）までの間において生じた変更は以下の通りであります。変

更箇所は＿＿＿罫で示しております。 

 なお、以下の記載に含まれる将来に関する事項は、本発行登録追補書類提出日現在において判断したものであり、当

該有価証券報告書のその他の部分に記載されている将来に関する事項は、本発行登録追補書類提出日現在においても変

更の必要はないと判断しております。 

 

４ 事業等のリスク 

２．業務面等に関するリスク  

(２）その他のリスク 

（前略） 

④ 米国国務省によりテロ支援国家と指定された国に所在する者との取引に関するリスク 

（中略） 

⑤ 分配可能額等に関するリスク 

（後略） 

 

 

３．金融諸環境等に関するリスク 

① 金融経済環境の変化による悪影響 

 当社グループは、日本国内の各地域及び米国や欧州、アジアなどの海外諸国において幅広く事業を行って

おります。日本やこれらの国、地域における経済状況が悪化した場合、あるいは、金融市場の著しい変動等

が生じた場合には、当社グループの事業の低迷や資産内容の悪化等が生じる可能性があります。昨今、米国

の利上げや、日銀のマイナス金利導入、英国でのＥＵ離脱を問う国民投票に係る動向、資源価格の下落など、

金融経済環境は激しい変化が続いておりますが、今後、各国の金融政策の変更、政治的混乱、各種地政学的

リスクの顕在化などの影響により経済状況の悪化や金融市場の著しい変動等が生じた場合には、当社グルー

プの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 



第３【参照書類を縦覧に供している場所】 

株式会社みずほフィナンシャルグループ本店 

（東京都千代田区大手町一丁目５番５号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

第四部【保証会社等の情報】 
 該当事項なし 

 


